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、

不
当
な
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ

ゼ
ロ
勧
告

消
費
者
物
価
指
数
が
前
年

比
で
２
・
０

％
も
の
上
昇

を
し
め
し
て
い
る
一
方
、
08

春
闘
で
は
、
厳
し
い
経
済
情

勢
の
も
と
で
も
、
労
働
者
・

国
民
の
要
求
を
反
映
し
、
国

民
春
闘
共
闘
の
集
計
で
２
・

０
８
％
、
日
本
経
団
連
調
べ

で
も
１
・
６
６
％
の
賃
上
げ

が
か
ち
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
課

題
で
も
「
生
活
保
護
と
の
整

合
性
」
を
め
ぐ
る
攻
防
と
い

う
新
た
な
段
階
に
入
り
、
高

卒
初
任
給
や
最
低
生
計
費
水

準
が
議
論
さ
れ
、
私
た
ち
の

要
求
か
ら
み
れ
ば
不
十
分
な

が
ら
、
２
年
連
続
の
２
桁
引

き
上
げ
を
実
現
し
て
い
ま
す
。

そ
う
し
た
情
勢
の
な
か
で
、

今
回
の
勧
告
が
、
意
図
的
と

も
思
え
る
「
き
わ
め
て
微
小

な
官
民
較
差
」
を
理
由
に

「
ベ
ア
ゼ
ロ
」
勧
告
を
お
こ

な
っ
た
こ
と
は
、
こ
の
間
高

ま
っ
て
き
た
最
低
賃
金
引
き

上
げ
の
動
き
に
水
を
差
し
、

私
た
ち
の
生
活
水
準
を
大
き

く
引
き
下
げ
る
も
の
と
な
っ

て
お
り
、
断
じ
て
認
め
る
こ

と
が
で
き
な
い
も
の
で
す
。

霞
ヶ
関
優
先
で
は
な
く
、

私
た
ち
の
生
活
安
定
を

手
当
に
関
し
て
は
、
昨
年

度
の
人
事
院
勧
告
で
示
唆
し

て
い
た
自
宅
に
係
る
住
居
手

当
の
廃
止
を
先
送
り
さ
せ
た

こ
と
は
運
動
の
成
果
で
す
が
、

来
年
度
の
廃
止
を
明
言
し
て

い
る
こ
と
は
問
題
で
す
。

燃
料
費
高
騰
を
受
け
、
強

い
要
求
の
あ
っ
た
交
通
用
具

通
勤
手
当
に
つ
い
て
は
、
改

定
が
見
送
ら
れ
ま
し
た
。

そ
の
一
方
で
、
「
本
府
庁

調
整
手
当
」
を
新
設
し
、
霞
ヶ

関
の
一
部
公
務
員
を
優
遇
す

る
施
策
を
打
ち
出
し
た
こ
と

は
、
容
認
で
き
ま
せ
ん
。
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2008年勧告の主な内容

１．民間給与との比較

[行政職（一）…現行給与387,506円 平均年齢41.1歳]

●月例給…136円（0.04％）と較差は極めて小さい

●ボーナス…民間の支給割合は公務の支給月数（4.5月）と概ね均衡

２．給与改定

●俸給表…月例給の改定を見送り

●期末勤勉手当…改定を見送り

●住居手当

自宅に係る住居手当は来年の勧告に向けて廃止を検討

借家・借間に係る住居手当は高額家賃負担職員の実情を踏まえ、引

き続き検討

●単身赴任手当…経済的負担の実情、民間の同種手当の支給状況を考

慮して改善を検討

●非常勤職員の給与

各庁の長が給与を決定する際に考慮すべき事項を示す指針を策定

非常勤職員の問題は、今後は政府全体としてそのあり方を幅広く検

討していくことが必要

●「本府省調整手当」を新設

３．勤務時間・超勤縮減・メンタルヘルス増進など

●職員の勤務時間を１日７時間45分、１週間38時間45分に改定

（2009年４月１日実施）

●在庁時間削減の取り組みの徹底、他律的業務における超過勤務の上

限目安の検討、早出遅出勤務の活用促進など、超過勤務縮減を推進

●メンタルヘルス増進のため、セルフケア及び管理監督者によるケア

に資する情報提供、管理監督者向け研修の充実、気軽に相談できる

体制整備の検討

４．公務員人事管理

●新たな人事評価制度の活用

評価結果の人事管理への活用の基本的な枠組みを提示（昇任、昇格、

昇給、ボーナスに加え、免職・降任・降格・減給処分や人材育成に

も活用）。試行結果も踏まえ、評価制度の施行までに制度整備

●65歳までの段階的定年延長を中心に検討。その際、再任用との組み

合わせ、役職定年制の併用、外部との人事交流の促進、高齢期の職

員のための職域の開発、給与総額増大の回避の方策なども検討

国
の
人
事
院
は
８
月
11
日
、
国
会
と
内
閣
に
対
し
、
一
般
職
国
家
公
務
員

の
給
与
等
の
勧
告
と
報
告
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。

ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を
見
送
る
な
ど
公
務
員
の
労
働
基
本
権
制
限
の
代
償
機
関

と
し
て
の
役
割
を
放
棄
し
た
内
容
と
な
っ
て
い
る
の
は
許
せ
ま
せ
ん
。

し
か
し
私
た
ち
の
運
動
を
反
映
し
て
、
勤
務
時
間
の
15
分
短
縮
や
非
常
勤

職
員
の
待
遇
改
善
を
勧
告
す
る
な
ど
の
前
進
面
は
重
要
で
す
。

県
の
人
事
委
員
会
勧
告
に
向
け
て
、
運
動
を
強
め
て
ゆ
き
ま
し
ょ
う
。

7月10日、全国各地から35組織・120人が参加し、人事院・文科省との交
渉、政党・教育関係団体・経済団体への要請行動が行われました。
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画
期
的
な
勤
務
時
間

短
縮
勧
告

公
務
の
所
定
内
勤
務
時

間
の
短
縮
に
つ
い
て
は
、

04
年
度
か
ら
の
５
年
間
の

調
査
結
果
か
ら
「
１
日
７

時
間
45
分
、
週
38
時
間
45

分
」
と
す
る
こ
と
を
勧
告

し
ま
し
た
。

８
時
間
を
原
則
と
し
た

勤
務
時
間
制
度
に
穴
を
あ

け
た
こ
と
は
、
単
に
「
15

分
短
縮
」
に
と
ど
ま
ら
な

い
意
義
を
持
っ
て
お
り
、

す
べ
て
の
労
働
者
の
労
働

時
間
短
縮
へ
と
つ
な
が
る

契
機
に
な
り
う
る
も
の
で

す
。
兵
庫
県
で
具
体
化
す

る
に
際
し
て
、
実
効
あ
る

措
置
に
な
る
よ
う
、
取
り

組
み
を
強
め
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

超
勤
縮
減
と
心
の
健

康
づ
く
り

超
過
勤
務
の
縮
減
に
つ

い
て
は
、
「
喫
緊
に
取
り

組
む
必
要
の
あ
る
重
要
課

題
で
あ
る
」
と
位
置
づ
け
、

「
府
省
ご
と
に
在
庁
時
間

の
削
減
目
標
を
設
定
し
て
、

早
期
退
庁
の
奨
励
、
業
務

処
理
体
制
の
見
直
し
、
職

員
の
意
識
改
革
な
ど
の
具

体
的
な
取
組
を
進
め
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
れ

ら
を
着
実
に
実
施
す
る
必

要
が
あ
る
」
と
し
て
い
ま

す
。ま

た
、
心
の
健
康
づ
く

り
に
関
し
て
は
、
「
公
務

に
お
い
て
も
心
の
疾
病
が

増
加
し
て
お
り
、
特
に
20

代
、
30
代
の
職
員
に
お
い

て
、
長
期
病
休
者
の
う
ち

心
の
疾
病
が
原
因
で
あ
る

者
が
７
割
か
ら
８
割
を
占

め
る
状
況
に
あ
る
」
と
警

鐘
を
鳴
ら
し
、
「
最
近
の

状
況
を
み
る
と
予
防
や
早

期
発
見
に
取
り
組
む
こ
と

が
こ
れ
ま
で
以
上
に
重
要

と
な
っ
て
い
る
」
と
、
当

局
に
対
策
を
求
め
て
い
ま

す
。

国家公務員の労働基本権に

対する制限の代償として、

「人事院」は、国家公務員の

給与、勤務時間その他の勤務

条件について、いわゆる情勢

適応の原則により、国会およ

び内閣に対し勧告または報告

を義務づけられています。

同様に、地方公務員に関し

ては、各県・政令市の「人事

委員会」が同様の役割を果た

します。

国や地方公共団体は、それ

らの勧告や報告を尊重して、

公務員の賃金や勤務条件を決

定することが義務づけられて

います。

本ニュースで特集している

のは、「人事院勧告」です。

国家公務員に関する勧告です

が、県・政令市の「人事委員

会」は、これに準拠して勧告

を出しますので、私達地方公

務員の賃金や権利にも大きな

影響があるのです。

私達は、県人事委員会の勧

告・報告がよりよいものにな

るように、県人事委員会との

交渉を行います。

10月中旬に県・政令市の人

事委員会勧告が出されます。

それを受けて、行政当局が来

年度の賃金や労働条件の策定

を行います。

この時期に、組合と当局と

の交渉が集中的に行われます。

この時期のたたかいは、次年

度の賃金だけでなく、教職員

の権利・労働条件などを決定

するきわめて重要な取り組み

です。これが、「賃金確定闘

争」です。

８月………国人事院勧告

９月………人事委員会交渉

（10月中旬までに数回）

下旬…第１波決起集会(9/25)

10月中旬…人事委員会勧告

県教委へ要求書提出

下旬…専門部交渉

（～11月上旬）

第１回賃金確定交渉

第２波統一行動

11月………賃金確定交渉を数回

11月下旬…第３波決起集会

賃金確定山場

国
の
人
事
院
勧
告
を
受

け
て
、
県
人
事
委
員
会
と

県
教
育
委
員
会
に
対
す
る

「
賃
金
確
定
闘
争
」
が
本

格
的
に
始
ま
り
ま
す
。

生
活
改
善
に
つ
な
が
る

賃
上
げ

第
１
の
課
題
は
、
現
在

の
物
価
上
昇
に
よ
る
生
活

悪
化
に
対
し
、
生
計
費
原

則
に
基
づ
い
て
、
賃
金
引

き
上
げ
、
通
勤
手
当
・
寒

冷
地
手
当
の
引
き
上
げ
を

行
わ
せ
る
こ
と
で
す
。

臨
時
教
職
員
の
抜
本
的

な
待
遇
改
善

第
２
に
、
臨
時
教
職
員

の
待
遇
を
抜
本
的
に
改
善

さ
せ
る
こ
と
で
す
。
人
事

院
が
一
歩
踏
み
込
ん
だ
勧

告
を
出
し
た
こ
と
は
、
絶

好
の
チ
ャ
ン
ス
で
す
。

長
時
間
過
密
労
働
の
軽

減
・
解
消

第
３
に
、
勤
務
時
間
短

縮
と
超
過
勤
務
の
縮
減
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に

つ
な
が
る
実
効
あ
る
措
置

を
と
ら
せ
る
こ
と
で
す
。

成
績
主
義
賃
金
反
対

第
４
に
、
教
職
員
の
志

気
を
低
下
さ
せ
る
成
績
主

義
賃
金
を
持
ち
こ
ま
せ
な

い
こ
と
で
す
。

新
「
行
革
」
の
転
換

第
５
に
、
人
勧
を
無
視

し
た
「
新
行
革
」
に
よ
る

賃
金
等
独
自
カ
ッ
ト
の
強

行
反
対
す
る
と
と
も
に
、

県
政
の
あ
り
方
を

大
企
業
本
位
か
ら
、

県
民
本
位
に
切
り

替
え
る
こ
と
で
す
。

あ
な
た
も
高
教
組
と
共

に
た
た
か
い
ま
し
ょ
う

兵
庫
高
教
組
は
、
こ
う

し
た
課
題
を
掲
げ
、
教
職

員
の
生
活
と
教
育
を
守
る

た
め
に
、
全
力
で
た
た
か

い
ま
す
。
そ
の
力
の
源
泉

は
、
道
理
あ
る
主
張
と
、

組
合
員
の
数
の
力
で
す
。

全
て
の
教
職
員
の
皆
さ

ん
に
、
高
教
組
に
加
入
し
、

と
も
に
た
た
か
う
こ
と
を

呼
び
か
け
ま
す
。

９月25日（木）16:00～17:00
兵庫県庁２号館前

不
当
な
「
能
力
及
び

実
績
に
基
づ
く
人
事

管
理
の
推
進
」

民
間
で
は
、
成
果
主
義

賃
金
が
破
綻
し
、
見
直
し

が
進
ん
で
い
ま
す
。

と
こ
ろ
が
、
人
事
院
は
、

新
た
な
人
事
評
価
制
度
の

導
入
に
伴
っ
て
、
直
近
の

評
価
結
果
等
を
昇
給
や
勤

勉
手
当
の
勤
務
成
績
判
定
、

期
末
特
別
手
当
に
活
用
し
、

勤
務
成
績
が
不
良
で
あ
る

者
に
対
し
て
降
給
・
降
格

の
仕
組
み
を
整
備
す
る
な

ど
と
し
て
し
て
い
ま
す
。

全
く
不
当
で
あ
り
、
時

代
錯
誤
で
す
。

定
年
延
長
を
検
討

人
事
院
と
し
て
、
平
成

25
年
度
か
ら
段
階
的
に
定

年
を
65
歳
ま
で
に
延
長
す

る
こ
と
を
中
心
に
検
討
す

る
と
し
た
こ
と
は
注
目
さ

れ
ま
す
。

今
年
度
、
非
常
勤
職
員

の
賃
金
お
よ
び
労
働
条
件

に
つ
い
て
、
人
事
院
は
は

じ
め
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

示
し
、
今
後
の
処
遇
改
善

を
す
す
め
て
い
く
上
で
の

第
一
歩
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
「
官
制
ワ
ー
キ

ン
グ
プ
ア
を
許
さ
な
い
」

と
い
う
私
た
ち
に
運
動
の

反
映
で
す
。

賃
金
水
準
だ
け
で
な
く
、

休
暇
及
び
健
康
診
断
の
あ

り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行

う
と
と
も
に
、
任
用
形
態
・

勤
務
形
態
の
あ
り
方
に
つ

て
も
問
題
意
識
を
持
っ
て

考
え
る
旨
を
報
告
で
言
及

し
て
い
ま
す
。

兵
庫
県
人
事
委
員
会
は
、

こ
れ
ま
で
臨
時
教
職
員
の

問
題
は
勧
告
対
象
外
と
い

う
立
場
で
し
た
。
国
と
地

方
で
は
多
少
の
違
い
が
あ

る
と
は
い
え
、
国
人
勧
が

勧
告
し
た
以
上
、
人
事
委

員
会
も
正
面
か
ら
対
応
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

署名を持ち寄って


